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住宅・建築分野のCO2削減対策 （運用時）： 技術積み上げ型モデルによる
（環境省中央環境審議会・中長期ロードマップ小委員会資料、国立環境研究所による, 2010）

注 ①住宅分野・一般建築物分野の両方を含む
② 2020年は技術積み上げ型モデルの▲25%ケース、

2030年は対策上位ケースに基づく
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(百万t- CO2) 断熱性能向上（新築の100%が現行水準以上）
高効率給湯器（住宅の5～ 7割に普及）
住宅空調の高効率化（効率6～7割向上）
建築物空調の高効率化（効率2～4割向上）
照明の高効率化（効率7～8割向上）
計測・制御システム（3～8割に普及）
家電機器の効率改善（効率3～4割向上）
業務電気機器の効率改善（効率3～4割向上）

電力排出係数の改善
太陽光発電（3,500～5,000万kW）

2010年における中長期の削減目標
・ 2020年 : 50%
・ 2050年 : 100%
予想されるカーボンニュートラル
実現に向けた困難な道筋
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2.1 LCCM建築 （ライフサイクルカーボンマイナス）

建築物におけるカーボンニュートラル実現に向けた取組

1. 現状認識と将来展望

・ ZEB、ZEHをはじめとして、新築・運用段階を中心とした
活発な省エネ活動

・ その延長線上にカーボンニュートラルを期待することができるか？

2. カーボンニュートラルの実現に向けて
さらに留意すべき視点

2.2 既存建築対策
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2.1 LCCM建築 （ライフサイクルカーボンマイナス）

建築物におけるカーボンニュートラル実現に向けた取組

1） ライフサイクルの視点

2） 創エネ、省エネによる借金返済の視点 （カーボンマイナス）

・ 省エネ、創エネ等のあらゆる脱炭素手法に
ライフサイクルの枠組みで取組む

・ 借金返済に有効なカーボンフリーエネルギー生産 （創エネ）

運用段階以外のステージの削減ポテンシャルにも留意

・ “建物はCO2の借金を背負っている” という意識

太陽光発電関連技術の一層の導入、普及

2. カーボンニュートラルの実現に向けてさらに留意すべき視点

Shuzo Murakami, Institute for Building Environment and Energy Conservation
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建築物におけるカーボンニュートラル実現に向けた取組

2.2 既存建築対策

3） 求められるLCCM概念の拡張

2） 求められる既存建築の省CO₂対策手法に
おけるブレイクスルー

・ 既存建築に適用しやすい対策手法 :  e.g. 太陽光発電利用技術

・ 私有財産の壁を突破できるソフト面、ハード面の対策の
イノベーション

1） 削減ポテンシャルの大きい巨大なストック

・ 新築対策よりはるかにむつかしい

・ 既存建築に対する対策適用における私有財産の壁

2. カーボンニュートラルの実現に向けてさらに留意すべき視点
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建築物におけるカーボンニュートラル実現に向けた取組

3. カーボンニュートラルに、さらに加えるべき視点

3.2 ウェルネス

1） ウェルネスのためのシェルター性能の確保は
建築として必須の条件

2） 断熱対策は重要

3.1 グリーン成長戦略

1） （環境対策）×（経済活動）のシナジー効果の追求

SDGsによる経済・社会・環境の統合的取組
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国土交通省の取り組みと今後の方向性

各計画等における住宅・建築物の省エネルギー・省CO2の中長期的な位置付け

H27 17

2030 26 2013 CO2
40 39

30 7 3

2020 2030
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6 11
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国土交通省における住宅・建築物の省エネ性能向上のための取組

2

改正前

①建築物省エネ法における改正前後の比較（規制措置）

改正後

3
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①建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律

1973 1990 2016 

エネルギー消費シェアの推移

産業

業務・
家庭

運輸

＊我が国の業務・家庭部門の目標(2030年度)：温室効果ガス排出量約4割削減(2013年度比)
＊本法に基づく段階的な措置の強化は、「地球温暖化対策計画(2016.5閣議決定)」「エネルギー基本計画(2018.7閣議決定)」における方針を踏まえたもの

大手住宅事業者の供給する戸建住宅等へのトップランナー制度の全面展開

背景・必要性

オフィスビル等に係る措置の強化

複数の建築物の連携による取組の促進

オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
等

法律の概要

マ
ン
シ
ョ
ン
等

マンション等に係る計画届出制度の審査手続の合理化

戸建住宅等に係る省エネ性能に関する説明の義務付け

戸
建
住
宅
等

4

2019 5 17

中小工務店等が連携して建築するZEH
※ ZEHの施工経験が乏しい事業者に対する優遇

２０５０年カーボンニュートラル実現に向けて、関係省庁（経済産業省・国土交通省・環境省）が連携して、
住宅の省エネ・省CO２化に取り組み、２０３０年までに建売戸建や集合住宅を含む新築住宅の平均でＺ
ＥＨを実現することを目指す。

令和3年度予算案 83.9億円の内数（経済産業省）

令和3年度予算案 110億円の内数 （環境省）

令和3年度予算案 140億円の内数（国土交通省）

将来の更なる普及に向けて供給を促進すべきZEH
※ 戸建住宅におけるより高性能な次世代ZEH＋集合住宅（超高層）

引き続き普及促進すべきZEH

ZEHに対する支援

省エネ性能表示
（BELS）
を活用した

申請手続の共通化

関係情報の
一元的提供

※ 戸建住宅におけるZEH・より高性能なZEH＋集合住宅（高層以下）

②ＺＥＨ （ゼロ・エネルギー住宅）の推進に向けた取組 （令和３年度予算案等）

2 3 10 - 45
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先導技術の一例

CO2

建築物 住宅

※ Q&A HP
https://www.kenken.go.jp/shouco2/

③サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）

6

2

2

CO2

③ＬＣＣＭ住宅部門の概要（サステナブル建築物等先導事業（省ＣＯ２先導型））
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住宅ストックの省エネルギー性能について

【住宅ストック約5,000万戸の断熱性能】
(平成30年度)

S55

30

11

H4(1992
22

S55(1980)
37

2018
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(12)住宅・建築物産業／次世代型太陽光産業

省エネ性能の高い住宅・建築物や省エネ改修に対して政策による支援
普及状況を踏まえて、住宅についても省エネ基準適合率の向上に

向けて更なる規制的措置の導入を検討
住宅や建築物のエネルギー消費性能

に関する基準や長期優良住宅の認定基準・住宅性能表示制度の見直し、住宅・建築物の長寿命化

省エネリフォーム拡大に向けた支援措置
消費者への認知度向上のための広報・メリットのPRも図っていく ライフサイクル

全体を通じて二酸化炭素排出量をマイナスにするＬＣＣＭ住宅・建築物の普及を通じた二酸化炭素の
排出削減

質の高いくらし・生活の改善も実現

9

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和２年12月25日策定） ー抜粋ー
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(12)住宅・建築物産業／次世代型太陽光産業

先導的な設計・施工技術が導入される実用的で多様な用途の木造建築物等の整備に対する支援を引
き続き行う

価格低減を図る
機器・建材トップランナー基準の大幅強化を行い

ペロブスカイトをはじめとした有望技術の開発を徹底的に支援

次世代型太陽電池や関連製品の社会実装に向けた実証等に取り組む
10

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和２年12月25日策定） ー抜粋ー

改正建築物省エネ法 オンライン講座の開設について

web

URL
https://shoenehou-online.jp
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改正建築物省エネ法の施行に向けた周知・普及活動について

12
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建設 廃棄改修資材製造設計 運用
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その他の
産業分野
62%

1990年度の
ＣＯ2排出量

11億t-CO2/年

Ｔ.Ｉｋａｇａ

合計 38%  41%

1990年度
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2005年度
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建設 廃棄改修資材製造設計 運用

LCCO2 0

Ikaga Lab., Keio University 6

建設 廃棄改修資材製造設計 運用

LCCO2 0
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

木造量産住宅

木造工場

SRC工場

S工場

木造非住宅

木造事務所

RC工場

木造住宅

木造在来住宅

非住宅

S事務所

非木造非住宅

建築

住宅

CB非住宅

RC量産住宅

CB住宅

RC学校

RC住宅

RC在来住宅

非木造住宅

S量産住宅

S住宅

S在来住宅

SRC住宅

RC事務所

SRC事務所 kg-CO2/㎡

コンクリート

鉄筋

鉄骨

木材

窯業製品

金属建具

木製建具

その他鉄製品

非鉄金属製品

合成樹脂製品

その他資材

機械設備機器

電気設備機器

工事燃料

光熱水ゴミ

その他経費分

設計監理

資材流通

建設業設備投資

958.2 

841.7 

839.2 

791.0 

787.3 

784.7 

771.7 

642.4 

633.9 

612.6 

607.2 

593.5 

584.0 

579.2 

572.8 

543.3 

465.3 

452.5 

427.8 

396.7 

396.6 

380.2 

240.8 

114.4 

773.5 

775.5 

781.1 

Ikaga Lab., Keio University 7

Ikaga Lab., Keio University 8
LCCM LCCO2
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LCCM LCCO2
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Ikaga Lab., Keio University 11(Satoko AKUTSU, Yuki YANAI)
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p* n.s.
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移転前
n=19

移転後
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WFun
移転前・高度

WFun
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p< n.s.

n.s. p= p<

83.7 81.1

61.0
68.5

40
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移転前
n=36

移転後
n=36

移転前
n=45

移転後
n=45

主観作業効率
移転前・高群

主観作業効率
移転前・低群
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設計監理資材製造 建設 運用 改修 廃棄 合計

フロン漏洩

廃棄（解体搬出）

改修工事
運用（経常的修繕）

運用（維持管理）

運用（ごみ処理）

運用（上下水道）

運用（エネルギー）

建設（建替工事）

建設（新築工事）

資材製造（建替分）

資材製造（設備）

資材製造（仕上）

資材製造（躯体）

設計監理（改修）

設計監理（新築）

kg
-
C
O
2
/
年
㎡

kg-CO2/年㎡

標準

梼原

95.56

61.33

-36%
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2-1　建築物の環境効率（BEEランク&チャート）

3.0BEE = 

★C: ★★: -B★★★: +B★★★★A: ★★★★★S: 

25

75 3.0
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0
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環
境
品
質
Ｑ

環境負荷 L

S A B+

B-

C

3.0

0.5

1.5 BEE=1.0

2-2 ライフサイクルCO2(温暖化影響チャート）

標準計算

このグラフは、LR3中の「地球温暖化への配慮」の内容を、一般的な建
物（参照値）と比べたライフサイクルCO2 排出量の目安で示したもので
す

30%: ☆☆☆☆☆ 60%: ☆☆☆☆ 80%: ☆☆☆ 100%: ☆☆ 100%超: ☆

0 46 92

建設 修繕・更新・解体 運用 オンサイト オフサイト

100%

74%

63%

63%

①参照値

②建築物の取組み

③上記+②以外の

オンサイト手法

④上記+

オフサイト手法

）2 m年・/2CO-kg（

* SDG1,2,10,14,16は他のゴールに集約されています

2-3 建築環境SDGsチェックリスト評価結果

2.8 
2.3 

2.1 
2.4 
2.8 

2.3 
2.5 
2.7 
2.6 

1.8 
2.6 

2.6 3（保健）
4（教育）
5（ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ）

6（水・衛生）
7（ｴﾈﾙｷﾞｰ）

8（経済・雇用）
9（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）
11（都市）

12（生産・消費）
13（気候変動）

17（実施手段）
15（陸上資源）

1 2 3

梼原産木材製ブラインド

8 0 ｋ Ｗの
太陽光発電

太陽熱利用

地中熱利用
ヒート ポンプ
給湯機

氷蓄熱 地場産木材

木製断熱サッ シュ・ 木製ブラインドＬ ｏ ｗ -ε複層ガラスＢＥ ＭＳ

古紙発泡
断熱材

木製受水槽

自動調光

床吹出空調
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環境省地球環境研究推進費S-3-3 慶應義塾大学 伊香賀研究室分担成果（2008）

2050年
30％増

2020年
39％増
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建築対策
電力対策

その他
宿泊

医療
教育

商業
事務所

環境省地球環境研究推進費S-3-3 慶應義塾大学 伊香賀研究室分担成果（2008）

2050年
79％減
（電力CO2
0.12kg-CO2/kWh）

2020年
21％減

徹底対策で2020年
25％削減、2050年
80％削減に近づく

24Ikaga Lab., Keio University
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出典：文部科学省「環境を考慮した学校施設（エコスクール）の今後の推進方策について」、
平成21年3月学校施設整備指針策定に関する調査研究協力者会議（分析担当：伊香賀委員）
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47%減少
(1990年比)
70%減少
(1990年比)

出典：文部科学省「環境を考慮した学校施設（エコスクール）の今後の推進方策について」、
平成21年3月学校施設整備指針策定に関する調査研究協力者会議（分析担当：伊香賀委員）
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CDP 2020 A
2021 1 14

A 58
CEO

CDP A

“ ” WE MEAN BUSINESS

12

“ ”

2014 2015

2014

2015

https://www.carbonpricingleadership.org/http://there100.org/ http://sciencebasedtargets.org/ 

https://www.wemeanbusinesscoalition.org/
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https://sciencebasedtargets.org/net-zero/#

COP26@UK
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Global Universities and Colleges Climate Letter
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SBT 3

1 2 3

• 1.5
•

•

• NDC

•

•

• 1,
2, 3

• 6

38



C40 - Deadline 2020 WWF - One Planet City Challenge

Tyndall Centre

1.5 BAU

•

•

C40, Deadline 2020
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1

RE100, EP100, EV100
2

2021 1 The climate group
JCLP JCLP42



RE100

Shimoda et al., Energy demand science for a decarbonized 
society in the context of the residential sector, Renewable 
and Sustainable Energy Reviews, (2020), 132, 110051

RE100
4

2019

:IEA Electricity information. 
California Energy 

Commission43
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EP100

32% RE
77%BECCS

LED

IPCC 1.5

2% RE 81%,
BECCS 151Gt

21% RE
63%, BECCS 414Gt

44% RE
70% BECCS 1191Gt

EP100

CO2

Grubler et al. Nature 
Energy (2018)
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東京都立大学 小泉 雅生

国土技術政策総合研究所 桑沢保夫

つくばLCCM住宅デモンストレーション棟の
設計と検証を踏まえた普及への課題

1

ライフサイクルカーボンマイナス住宅研究・開発委員会

委員長 村上周三 建築研究所 理事長

伊香賀俊治 慶應義塾大学 教授 桑沢保夫 建築研究所 上席研究員

清家 剛 東京大学 准教授 小泉雅生 首都大学東京 教授

吉野 博 東北大学 教授 本藤祐樹 横浜国立大学 准教授

前 真之 東京大学 准教授 兼松 学 東京理科大学 准教授

村田 涼 東京工業大学 助教 秋元孝之 芝浦工業大学 教授

白石靖幸 北九州市立大学 准教授

事務局 一般社団法人日本サステナブル建築協会

委員会の設立：2009年度 デモンストレーション棟竣工：2011年3月

LCCO2部会

環境設備部会 LCCM住宅設計部会

構法技術部会

普及・技術開発委員会 LCCM住宅認証委員会

建設時のCO2削減に関する検討先導的技術等の情報収集

シミュレーション・実験

2
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①建設段階の
①CO2排出量の削減

②運用段階の
①省エネ・省CO2

③運用段階の
①エネルギーの創出

住宅のライフサイクル全体でCO2排出量をマイナスにする

④改修時の
CO2排出量の削減

LCCM化への４つのステップ

3

平面計画

Buffer

Static

Active

2階平面図1階平面図

4
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南側外観（冬・ダイレクトゲインモード） 5

北側外観 6
51



1階リビング 7

２階内観（夜景） 8
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建設資材のヴォリュームの抑制

(布基礎、キャンチレバー形状など）

CO2原単位の少ない建設資材

(高炉セメント、地域産木材など）

運用だけではなく建設時の工夫も

建設時のCO2排出量の抑制

9

鉄筋

コンクリート
コンクリート コンクリート コンクリート コンクリート

木構造材

木構造材 木構造材 木構造材 木構造材

木面材

木面材 木面材 木面材 木面材

木面材・仕上 木面材・仕上 木面材・仕上 木面材・仕上

断熱材
断熱材 断熱材 断熱材

断熱材

ガラス

ガラス ガラス
ガラス

ガラス

PB

PB PB

PB
PB

屋根瓦

太陽光発電 太陽光発電

太陽光発電

太陽光発電
その他

その他 その他

その他

その他
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一般的な住宅 LCCM基準設計案 LCCM
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(高炉+ガラス+GW)

イ
ニ
シ
ャ
ル
の
C
O
2
排
出
量
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-
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2
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]

その他 太陽光発電 木窓 サッシュ 窯業系サイディング 屋根鋼板 屋根瓦

仕上げ 塗料 モルタル タイル PB 畳 ガラス

断熱材 木面材・仕上 木面材 木構造材 コンクリート 鉄筋

10東京大学大学院 清家剛准教授

建設時のCO2排出量の抑制

10
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高性能ｸﾞﾗｽｳｰﾙ16k
200mm

木製気密サッシ

真空ガラス

高性能ｸﾞﾗｽｳｰﾙ32k
130mm

高性能ｸﾞﾗｽｳｰﾙ16k
90mm

運用時の省エネ・省CO2－高断熱・高気密

UA値：0.70（冬季モード）
ηAC値：2.90（夏季モード）

※準寒冷地における断熱・気密レベル

空調エネルギーの削減
温熱環境の質の向上

11

運用時の省エネ・省CO2 日射と通風利用
気候風土に順応した伝統的な工夫をアレンジして採用

縁側空間での日射取得
すだれによる日射制御

通風塔通風塔

高窓を利用した
通風換気

12
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運用時の省エネ・省CO2 高効率機器の導入

暖冷房設備
◆高効率エアコン
◆（熱負荷計算に基づき、適正能力のものを選定）

給湯設備
◆太陽熱利用型エコキュート
◆燃料電池 ※同時使用なし。実験に応じて切り替え

照明設備
◆LED
◆多灯分散

13

運用時のエネルギーの創出
太陽光発電 発電容量：8kW

14
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15

設計プロセスの分析

15

普及への課題

・建設コスト
・建設段階でのCO2排出量マネジメントを行うための情報
・材料調達
・太陽光発電パネルだのみ？？

16
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桑沢 保夫

国土技術政策総合研究所住宅研究部住宅性能研究官
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National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

LCCM住宅の検証実験

1

Life Cycle Carbon Minus

国土技術政策
総合研究所

住宅研究部

桑沢保夫

National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

ライフサイクルにわたるCO2収支のイメージ

2

従来の住宅

LCCM住宅

C
O

2収
支

[C
O

2-
t]

－

＋

建
設

改
修
①

改
修
②

年数

Life Cycle Carbon 
Minus
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National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

3

重量計

建築廃材の計量の様子

LCCM住宅デモンストレーション棟における測定

建設時CO2の調査

National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

4

ランニングCO2の調査
決められたスケ
ジュールによる生
活行為と、温熱環
境、エネルギー消
費量の計測

LCCM住宅デモンストレーション棟における測定

59



National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

5

図 生活スケジュール

National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

冬期居住実験における結果：代表日2012年1月29日

6
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National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

夏期居住実験における結果：代表日2011年8月7日

7

National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

中間期居住実験における結果：代表日2011年11月7日

8
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National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

9

図 傾斜面日射量と太陽光発電によるCO2 削減量
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Roof [MJ/day]

実測発電効率：15.09%
気象データによる365 日分の屋根傾斜面日
射量より、運用時には太陽光発電によって
6585.2kg/年のCO2排出量を削減

National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

10

y = -0.3671x + 8.7239
R² = 0.6115
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図 日射量と暖房CO2 排出量

暖房による年間のCO2排出量予測値997.6 kg/年
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National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

11

y = 1.8723x - 50.138
R² = 0.9446
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図 外気温と冷房CO2 排出量

冷房による年間のCO2排出量予測値27.3 kg/年

National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

12
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図 太陽熱利用CO2 冷媒ヒートポンプ給湯器による給湯1 次エネルギー消費量

太陽熱利用CO2 冷媒ヒートポンプ給湯器による
年間のCO2排出量予測値539.6 kg/年

Qhwhp = Tout×C4 + Lw×C5 + I×C6 + C7
Tout :日平均外気温 [℃], 
Lw :年間給湯負荷[GJ/年]
I : 日積算放線面日射量[MJ/m2]
C4：-0.204 GJ/℃, 
C5：0.256 GJ/GJ, 
C6：-0.100 GJ/(MJ/m2), C7：3.369 GJ
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National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

13

家電・照明・調理・換気によるCO2排出量

家電：2.62kg/日（ 2011 年居住実験結果の各日平均値）
照明：0.76kg/日（ 2011 年居住実験結果の各日平均値）
調理：0.69kg/日（固定値）
換気：0.56kg/日（ 7 ～ 9 月、夏期居住実験の平均値）

0.44kg/日（ 7 ～ 9 月以外、冬期・中間期居住実験の平均値）

National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

14

図 年間排出CO2の計算結果

7000 6000 5000 4000 3000 2000 1000 0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000
kg CO2/Year

太陽光発電 エネルギー消費量

LCCM住宅デモンストレーション棟（太陽熱対応のCO2HP場合）

H.25省エネ法による基準値

LCCM住宅デモンストレーション棟（PEFCの場合）
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National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

15
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太陽光発電

LCCO2の予測結果

イニシャル分

調査結果に基づくLCCO2の予測

30年でCO2
マイナスを
達成

LCCM住宅デモンストレーション棟における測定

供用期間30年分のCO2排出量は、FCの場合約18年、
太陽熱利用CO2 冷媒ヒートポンプ給湯器の場合約16年で削減

National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所

16

LCCM実現に向けたその後の検討課題
１．燃料電池システムの部分負荷効率改善
発電効率の高い燃料電池システムに交換した（PEFC SOFC）が、部分負荷運転
時の効率があまり高くないことから蓄電池を併用して効率向上を目指した。

２．低負荷時高効率型エアコンの導入

通常のエアコンは、低負荷時に効率が下がるが、効率低下の程度が比較的小さい
新型のエアコンを導入してその効果を確認した。

３．PVの余剰発電分の活用
地域における電力需給バランスの安定化に寄与することで、発電所におけるCO2発
生量の削減に役立てる。
3-1 蓄電池による蓄電
蓄電池の性能について評価方法を検討した。

3-2 エコキュートによる蓄熱
昼間沸き上げによる効率向上とタンクロス低減の確認（実験中）

65



National Institute for Land and Infrastructure Management国土技術政策総合研究所
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Copyright © ECO WORKS co.,ltd. All Right Reserved.
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新築部門
（平均単価 3,000万円）

リノベーション部門
(性能向上ﾘﾌｫｰﾑ・平均単価 2,000万円)

70

100

エコワークス LCCM住宅モデルハウス（福岡県 春日市）

Copyright © ECO WORKS co.,ltd. All Right Reserved. 4
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一

2-2 CO2

戸建標準計算

このグラフは、LR3中の「地球温暖化への配慮」の内容を、一般
的な住宅（参照値）と比べたライフサイクルCO2 排出量の目安で
示したものです

①参照値

②建築物の取組み

③上記+②以外の

オンサイト手法

100%

74%

-21%

-21%④上記+

オフサイト手法

LCCO2排出率
戸建住宅の低炭素化性能

2-1 BEE &

4.1

S A B+

B-

C

4.1

BEE = 

環境効率BEEH

縦軸

環境品質

QH
Quality Home

横軸

環境負荷

LH
Load Home

Built Environment Efficiency Home

星が5つ
LCCM
住宅

戸建住宅の総合的な環境性能

こ
こ
が
ポ
イ
ン
ト
！

こ
こ
が
ポ
イ
ン
ト
！

-Life Cycle Carbon-

Copyright © ECO WORKS co.,ltd. All Right Reserved.

CO2排出段階 評価項目 主な評価対象 エコワークスの取組
Q H2.1.1 ［レベル３～５］躯体 劣化対策等級 長期優良住宅（劣化対策等級３）→レベル５

Q H2.1.2 ［レベル３～５］外壁材 交換周期 サイディング等→４０年→レベル３

Q H2.1.3 ［レベル１～５］

屋根材､陸屋根
耐用年数 ガルバリウム鋼板→３０年→レベル３

Q H2.2.2 ［レベル３～５］

維持管理の計画･体制
定期点検

住宅履歴
長期優良住宅の維持保全計画等→レベル５

LRH2.1.1 ［レベル３～５］

構造躯体
木造、鉄骨造、ＲＣ造を

選択

木造の場合、

「持続可能な森林から産出された木材」等を評価→レベル５
LRH3.1.1 ［レベル１、３、５］

地球温暖化への配慮
基礎、構造材のＣＯ２

排出量への配慮
天然乾燥木材等→レベル５

LRH1.1.1 ［レベル１～５］

躯体と設備による省エネ
一次エネルギー消費量

太陽光発電

0.85以下 （ＢＥＬＳ）→レベル５
太陽光発電搭載量≒ＺＥＨ+３ｋＷ程度 （要計算）

LRH1.2.1 ［レベル１､レベル３～５］

節水型設備
節水ﾄｲﾚ、節水水栓

食器用洗浄機の有無
２つ以上採用→レベル４

建設時

修繕
更新時

解体時

居住時

6
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までに
温室効果ガス
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浦谷 健史

目次

１．ヒューリック㈱について

２．2050年CO2 排出量ネットゼロに向けて

３．所有ビルのCO2削減 ヒューリック本社ビルでの取り組み

４．建設段階のCO2削減 木造建築への取り組み
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3

１．ヒューリック㈱について

会社名

所在地 東京都中央区日本橋大伝馬町7-3

代表者
代表取締役会長 西浦三郎

代表取締役社長 吉留 学

事業内容 不動産の所有・賃貸・売買ならびに仲介業務

設立 1957年3月

決算月 12月

市場 東証一部 【証券コード3003】

資本金 627億18百万円

従業員 単体181名（ 連結1,878名）

子会社 15社

(2019年12月末時点）

4

１．ヒューリック㈱について

74



5

２．2050年CO２排出量ネットゼロに向けて ①

6

２．2050年CO２排出量ネットゼロに向けて ②

→
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7

 

２．2050年CO２排出量ネットゼロに向けて ③

8

２．2050年CO２排出量ネットゼロに向けて ④
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9

３．所有ビルのCO２削減 ①

BCP長寿命

環境
配慮

10

３．所有ビルのCO２削減 ②
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11

３．所有ビルのCO２削減 ③

12

３．所有ビルのCO２削減 ④
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13

３．所有ビルのCO２削減 ⑤

14

３．所有ビルのCO２削減 ⑥
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15

３．所有ビルのCO２削減 ⑦

16

３．所有ビルのCO２削減 ⑧

その他 14％
ｻｰﾊﾞｰ空調 5％
ｻｰﾊﾞｰ機器 8％

照明コンセント共用部 11％

コンセント専有部 6％

照明専有部 7％

空調専有部 28％

空調共用部 21％
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17

３．所有ビルのCO２削減 ⑨

18

４．建設段階のCO2削減 ①
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19

４．建設段階のCO2削減 ②

20

４．建設段階のCO2削減 ③
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CO2ネット・ゼロに向けた東京ガスの取り組み

東京ガス株式会社
執行役員 都市エネルギー事業部長

小西 康弘

2021年 2月10日 グリーン建築フォーラム 第14回シンポジウム

東京ガスグループのサステナビリティとSDGs達成への貢献

天然ガスを扱うリーディングカンパニーとして、安定供給、
エネルギーへのアクセスを確保しつつ、CO2ネット・ゼロへの移行をリードし顧客価値を創造し続ける

今後、社会課題を起点とした事業機会創出にも取り組
むことで、より一層SDGsの達成に貢献していく

天然ガスを扱うリーディングカンパニーとしてCO2ネット・ゼロをリード

社会との良好な関係

責任ある企業としての行動

本日ご説明の視点

E

S

G
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東京ガスグループ 経営ビジョン Compass2030

天然ガスの有効利用による徹底的な省エネ・省CO2 再エネ電源
拡大と天然ガスの調和 ガス体エネルギーのCO2ネット・ゼロ CCUS技術等の開発・活用

＜東京ガスグループならではのCO2ネット・ゼロに挑戦＞

①排出ゼロ

②差し引きで
ゼロ

組
み
合
わ
せ
て
ネ

ト
・
ゼ
ロ
へ

CCUS 技術

海外における削減効果

天然ガスの有効利用

電気・熱分野の
脱炭素化

国内・海外の
取り組み

～2030年 ～2050年頃

地球規模での排出削減へ

CO2ネット・ゼロとあわせて重要なレジリエンス向上

エネルギー政策の原則は「S＋3E」
近年、地震・台風等に伴う停電被害が頻発かつ甚大化

レジリエンス（電力・熱の安定供給）の観点からエネルギー源の多重化も必要

エネルギー政策の原則
「S + 3E」 最近の地震・台風等に伴う停電被害の発生状況

S

E

E

E

過去５年の主な災害の規模等
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① エネルギー利用の効率化・面的利用による省エネ・省CO2の取り組みの継続・高度化

エネルギーの有効利用による徹底的な省エネ・省CO2の視点も重要
機器単体の高効率化 スマートエネルギー

ネットワーク(スマエネ）を形成 省エネ・省CO2 災害時の電気・熱の供給継続（BCP)を
実現する魅力ある街づくりに貢献

高効率SOFC実証機仕様

①エリアのレジリエンス向上

超高効率SOFCの開発

スマエネの構築

②省エネ・省CO2

③再生可能エネルギーの活用促進

再エネ電源の拡大を推進

再エネ電源と天然ガス（大型電源、分散型電源）を組み合わせ、デジタル技術を活用することで最適運
用・制御

安中市太陽光発電所
（群馬県）

伏木万葉埠頭バイオマス発電所
(富山県)

庄内風力発電（山形県）

② 再エネ電源の拡大とデジタル活用による天然ガスとの最適運用・制御

【家庭用】 エネファームにより太陽光発電の出力変動を調整

【業務用】 複数サイトの太陽光発電、蓄電池、コジェネを統合制御

太陽光発電

風力発電

バイオマス発電

家庭用分野、業務用分野でのVPP実証
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③ ガス体エネルギーのCO2ネット・ゼロに向けた取組み ~ ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙLNG・ﾒﾀﾈｰｼｮﾝ

カーボンニュートラルLNG※1を日本で初めて導入 お客さまへの
販売を開始
将来的には、メタネーションによる都市ガスのCO2ネット・ゼロ

CO2回収 排出

メタネーション

輸送

利用

既存都市ガス導管利用

発電所等 カーボンニュートラル

再エネ等

既存ガス機器利用

CGS

ボイラ

CO2

H2

CH４

都市ガス主成分
合成

4H2 + CO2
= CH4 + 2H2O

メタネーション
• 水素とCO2を反応させて都市ガス主成分のメタン(CH4)
を合成するプロセス

•
「CO2回収量＝利用時のCO2排出量」 カーボンニュートラルメ

タン

• CO2排出削減に取り組むことが可能
• 既存の都市ガスインフラを利用して供給
することが可能

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙLNG

2021年4月に専門組織を設置 水素製造コストの低減・CO2マネジメント技術 開発
ガス体エネルギーのCO2ネット・ゼロに向けた技術開発

④ 水素・CO2マネジメント（CCUS※1）に関する技術開発・実用化

水素製造コストの低減 CO2のマネジメント技術開発

水電解装置の低コスト化
開発を加速

■お客さま先でのCCUS

技術開発、サービス化を
加速

濃縮して
使う

排ガス
直接利用

分離・濃縮
利用

CO2

30円/m3-H2

■マイクロバブル
•

マイクロバブル技術を
RITE※2と共同開発

•

圧入ツール

坑口の様子

RITEと特許を共同保有
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ガス体エネルギーのCO2ネット・ゼロに向けた将来像

徹底的な省エネ・省CO2 再エネ電源の拡大推進 ガス体エネルギー
のカーボンニュートラル化 再エネ電源と天然ガスを組み合わせ、デジタル技術を活用した最適運用・制御

H2再エネ由来水素

水素の直接利用

CH4

CO2

既存都市ガスインフラ

メタネーション

水素ST

ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙLNG

再エネ電源と天然ガスを組み合わせ、
デジタル技術を活用した最適運用・制御

コージェネ 燃料電池 ガス空調 等

電力系統再エネ電源

これからのまちづくりに向けた「価値共創」 ～ アドバンストスマエネへの挑戦 ～

アドバンスト スマエネ
①CO2ネット・ゼロへの挑戦 ②都市のさらなるレジリエンス強化 (BCPaaSの提供)

③職住環境の質 (QOW・QOL)の向上 ④さらなる省エネ・省人化 (スマエネ高度化)
⑤エリアマネジメントへの参画 今までにない魅力ある街づくりに貢献する

省エネ･省CO2

エネルギーの安定供給

QOW… Quality Of Work

QOL… Quality Of Life

【アドバンスト スマエネ】【従来のスマエネ】

⑤エリアマネジメント
への参画

開発エリア

④スマエネ高度化

①CO2ネット・ゼロへの挑戦

②BCPaaSの提供
③QOW･QOLの向上

スマエネ構築 デジタル技術
(DX) デジタル技術

(DX)

エネルギー・ICT

エネルギー・ICT
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おわりに

みなさまとの「価値共創」

住宅・建築分野の課題解決に貢献

みなさまとの「価値共創」

住宅・建築分野の課題解決に貢献
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